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※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。
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※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

令和７年度　　事後評価シート

当初,2

月補正
事　項 私立学校運営費補助金交付事業費 予算主管課 私学文書課

事　業

概　要

私立学校の教育条件の維持・向上や学校経営の安定化、保護者負担の軽減を図るほか、

デジタル化・グローバル化社会に対応できる人材育成や不登校対策への取組を支援する

ため、必要な運営費を補助し、私学振興を図る。

始期 1970

100 ％ 目標値 100

終期

Ｋ  P  Ｉ

基本金組入れ後収支比率(学校運営の安定性、継続性、健全性を測る指標)(健全運営が図られている状態である100％を目指す)

KPI種別 下がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

実績値 117.4 ％ 実績値 ％

％

実績値 102 ％ 実績値 105.7 ％ 実績値 112.1 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値 100R  4  年  度 目標値

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
3567052 千円

最終現計

予算額
3645859 千円

最終現計

予算額

89.2 ％ 達成率 85.2 ％ 達成率
ストック

/フロー
フロー 達成率 94.61 ％ 達成率

3655850 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 3567035 千円 決算額 3645858 千円千円 決算額 3654918 千円 決算額

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 932 千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因
生徒1人当たりの運営費補助単価を前年度比で約1.6%増額したが、1校を除いたすべての私立高校において人件費が増加し

ており、全体で約6.1％増加となっているほか、管理経費については全体で約4%の増加となった影響が大きい。また、すべ

ての私立学校が基本金組入後収支比率が100％を上回っており、赤字となっているため、目標達成に至らなかった。

総括

見直し方向性 維持

令和８年度からKPIを見直したため、令和８年度は見直したKPI「生徒一人当たりの教育研究経費」の達成

に向けて事業を実施していく必要があるため。

当初,6

月補

正,2月

補正

事　項 私立高等学校等就学支援金補助金交付事業費 予算主管課 私学文書課

事　業

概　要

私立高校生等のいる世帯に対し、授業料の負担軽減を図るため、高等学校就学支援金を

交付する。

始期 2010

終期

Ｋ  P  Ｉ

就学支援金対象者への支給率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 100 ％ 目標値 100 ％ 目標値 100 ％ 目標値 100 ％

実績値 100 ％ 実績値 100 ％ 実績値 ％％ 実績値 100

ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

％ 実績値 100

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
2746871 千円

最終現計

予算額
2767171 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率

2913635 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 2738049 千円 決算額 2737694 千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 55563

千円 決算額 2858072 千円 決算額

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 維持

7年度のKPIの実績は、私立高校等を通して対象世帯に支給すべきものを確実に支給できており、8年度以降も目標達成すると考えら

れる。なお、8年度以降は、自由民主党・公明党・日本維新の会の合意に基づく「高校無償化」が実現されており、就学支援のため

に必要な予算額を維持していくことが必要である。

＜2025年度の要因 ※達成率100%以上で公表様式に記載していた内容を移行しています。＞

県内私立高校の授業料月額は１校を除き、就学支援金上限額33,000円以下であり、年収590万円未満世帯では実質授業料無償化を

実現しているほか、支給率100％を維持しており、就学希望の高校生等が安心して教育を受けることができている。

※33,000円を超えている1校については、学校独自の返済不要の奨学金制度があり、実質授業料無償化を実現。
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※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

当初,2

月補正
事　項 私立高等学校等奨学給付金 予算主管課 私学文書課

事　業

概　要

私立高校生等のいる低所得世帯の経済的負担軽減のため、教科書費、教材費、学用品費

等相当の一定額を給付金として交付する。

始期 2014

終期

Ｋ  P  Ｉ

奨学給付金対象者への支給率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 100 ％ 目標値 100 ％ 目標値 100 ％ 目標値 100 ％

実績値 100 ％ 実績値 100 ％ 実績値 ％％ 実績値 100

ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

％ 実績値 100

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
189986 千円

最終現計

予算額
240948 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率

188402 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 189486 千円 決算額 232941 千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 2646

千円 決算額 185756 千円 決算額

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 維持

7年度のKPIの実績は、私立高校等を通して対象世帯に支給すべきものを確実に支給できており、8年度以

降も目標達成すると考えられる。なお、8年度から支給対象世帯が中所得世帯まで拡大されるなど、国支援

制度の拡充がなされるため、引き続き、奨学支援のために必要な予算額を維持していくことが必要であ

る。

当初
事　項 私立学校家計急変世帯授業料減免支援事業費補助金 予算主管課 私学文書課

事　業

概　要

私立中学校等入学後に保護者等の失職や倒産等の家計急変により授業料の納付が困難と

なった者に対し、私立学校設置者が授業料を減免した場合に補助する。

始期 2022

終期

Ｋ  P  Ｉ

家計急変により、授業料減免支援を受けた生徒の次年度進級率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 100 ％ 目標値 100 ％ 目標値 100 ％ 目標値 100 ％

実績値 100 ％ 実績値 100 ％ 実績値 ％％ 実績値 100

ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

％ 実績値 100

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
2016 千円

最終現計

予算額
1848 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率

1848 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 1256 千円 決算額 1280 千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 611

千円 決算額 1237 千円 決算額

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 維持

7年度のKPIの実績は、私立中学校等が授業料の納付が困難となった生徒に対して授業料減免措置を行い、

その減免額に対して補助することにより、生徒の学びの継続を支援できており、8年度以降も目標達成する

と考えられることから、国の拡充措置等がない限りは、8年度の執行方法や9年度予算の見直しは想定して

おらず、引き続き、生徒が安心して学びを継続できるために授業料の減免に必要な予算額を維持していく

ことが必要である。



5

※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

Ｋ  P  Ｉ

授業料減免対象者への支給率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 100 ％ 目標値 100 ％ 目標値 100 ％ 目標値 100 ％

実績値 100 ％ 実績値 100 ％ 実績値 ％％ 実績値 100

ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

％ 実績値 100

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
473734 千円

最終現計

予算額
453995 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率

752331 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 470906 千円 決算額 447533 千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 1871

千円 決算額 750460 千円 決算額

見直し方向性 維持

7年度のKPIの実績は、私立専門学校が授業料・入学金の減免措置を行い、その減免額に対して補助するこ

とにより、低所得世帯の専門学校生が安心して教育を受けられており、8年度以降も目標達成すると考えら

れる。引き続き、経済的負担軽減のために授業料・入学金の減免に必要な予算額を維持していくことが必

要である。

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

当初,2

月補正
事　項 私立専門学校授業料等減免事業費補助金 予算主管課 私学文書課

事　業

概　要

私立専門学校に修学する低所得世帯の者に対して、その経済的負担を軽減するため、要

件を満たす専門学校が実施する授業料及び入学金の減免措置に対し補助する。

始期 2020

終期


